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【審査付き論文A(共同研究関連論文)]
地域女性の教育文化運動から福祉ボランティア活動への展開
-2000年東京版総合社会調査のデータ分析から-
1.問題の所在一コミュニティからパートナーシップへ
2.集団参加の概況
3.福祉ボランティア団体への参加
4.知見と考察
玉野和志地
要約
本稿では、 2000年東京版総合社会調査のデータから、主に集団参加項目の分析を行った。
とりわけ子ども関係の団体への参加経験と福祉ボランティア団体への現時点での参加に注
目した。その結果、福祉ボランティア団体への参加は、男性では中小企業の経営者層に、
女性では市内出身者と40才以上の都市出身者に参加が多いことがわかった。中小企業の男
性経営者や市内出身女性については、これまでの地域参加層とそれほど変わりがなく、自
治会・町内会、地域の婦人会・子ども会、商庖会などを通じて福祉ボランティア活動に動
員されているようであるが、 40才以上の都市出身女性については、地域文庫や子ども劇場
運動などの子ども団体への参加経験をもっ人が多く、かつてこれらの活動を行った人が現
在では福祉ボランティア団体に関わっていることが明らかになった。つまり70年代から80
年代にかけて子育てをめく守る地域の教育文化運動を担った人々が、現在福祉ボランティア
活動に関わりはじめているということである。
これらの知見は住民運動以来の市民活動の蓄積をふまえて、現在の福祉ボランティア活
動も展開しているということを示唆している。阪神・淡路の大震災以来、地方自治体におい
てはコミュニティ政策にかわって市民との協働やパートナーシップが強調されているが、そ
こで想定されているNPOやボランティア団体が、いずれもそのような背景をもっているこ
とに留意する必要があるだろう。
1 .問題の所在ーコミュニティからパー
トナーシップへ
都市行政のあり方と市民の自治的活動との関係
*都立大学人文学部社会学科
については、これまで多くのことが議論されてき
た。古くは大正から昭和にかけての町内会の勧奨
と育成に始まり、戦後はいわゆるコミュニティ行
政が注目を集めた時期がある。これにたいして阪
神・淡路の大震災以降、にわかに脚光をあびてき
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たのが、市民のボランティア活動に注目する
「パートナーシップ」とか、行政と市民の「協働」
とよばれる考え方である(注(1))。それにともな
い地方政府の統治=ガパメントではなく、市民を
ふくんだ地域社会の「ガパナンス」が焦点の的に
なりつつある。
市民と行政とのパートナーシップとは、これま
での住民活動の場や条件の整備に行政が努力する
というコミュニティの考え方から一歩進んで、行
政と市民が対等のパートナーとしてまちづくりに
取り組んでいくために、行政が責任をもつべき部
分と市民の自治的な活動に任せる部分とをいま一
度見直そうという考え方にもとづいている。した
がって市民のボランティア活動やNPO・NGOと
の連携が模索されるわけで、とりわけ福祉政策の
領域では介護保険制度の導入以降、このような動
きが顕著となっている。
このような考え方そのものの問題点について、
ここで詳しく論じるつもりはない。ここでは特に
地域の現場において具体的に問題となる市民の活
動や団体に焦点をあててみたい。これまでのコ
ミュニティ政策までは事実上、自治会・町内会が
大きな役割をはたしてきた。これにたいしてパー
トナーシップにおいては、福祉・ボランティア団
体がある程度の役割を期待されている。本稿では、
この福祉ボランティア団体を支える人々に注目し
てみたい。これらの活動や団体は最近になって突
然現れたものなのか、それともこれまでの市民活
動の流れの中で生まれてきたものなのか、この点
を2000年東京版総合社会調査のデータからさ
くやってみたい。
2. 集団参加の概況
2. 1 単純集計の結果
まず、集団参加に関する調査項目の単純集計の
結果から、現段階での東京における市民の集団活
動の概況について確認してみたい。
調査では、いくつかの集団への参加および、過去
の参加経験について、それぞれの形式で聞いてい
表 1 集団参加率
町内会・自治会 61. 1 % 
地域の婦人会 6.5% 
地域の子ども会 8.5% 
生協・消費者団体 17.9% 
商庖会 5.9% 
業界団体・同業組合 14.8% 
労働組合 14.2% 
宗教団体 10.2% 
政党・政治家後援会 9.9% 
PTA 14.4% 
学童保育 2.7% 
子ども団体 4.2% 
福祉ボランティア 9.9% 
趣味・おけいこごと 30.5% 
スポーツ団体 22.6% 
住民運動団体 4.2% 
るが、簡単のために現在参加している人の比率だ
けを示したのが表 1である。組織率がかなり低
下したとはいえ、町内会・自治会が61.1%と依然
として圧倒的に多くの住民の参加をえていること
に変わりはない。ただ積極的に参加しているとい
う回答は5.3%に留まっている。
次に比較的多くの人が参加しているのが、
PTA.生協・業界団体・労働組合などで、とりわ
け趣味・スポーツの団体への参加がきわだ、って高
いことが注目される。都市部では町内会・自治会
にかわって趣味愛好的なサークルへの参加が高
まっていくと、かなり以前から指摘されてきたが、
東京の現段階においてそのような傾向は定着した
といってよいだろう o 同様に、生協・消費者団体
への参加もそれなりの水準に達している。
さらに、ここで注目したいのは子育てや子ども
に関する集団への関わりである。表2に示した
のは、 PTA・子ども団体・学童保育の3つについ
て、過去の参加経験を含めて聞いた結果である。
当然のことながら、過去の参加経験も含めると半
表2 子ども関係の団体との関わり
非参加 参加経 過去積 現在 現在積験あり 極参加 参加 極参加
PTA 46. 7出 24. 1出 15.0出 9. 7出 4. 7同
子ども団体 73.9出 14.0出 7.8出 1.8出 2.4出
学童保育 82. 1出 11. 1% 4. 1出 2.0% O. 7出
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数以上の人が PTAとの関わりをもっている。そ
れはちょうど町内会への参加とほぼ同じ比率であ
り、現在積極的に参加しているという比率もほぼ
同じになっている。町内会と PTAが地域社会に
おいて大半の住民が関わるいわば主流の集団であ
ることがよくわかる。
次に興味深いのは、「その他子ども関係のサー
クルや団体(地域文庫、子ども劇場など)Jとし
て回答してもらった子ども団体への参加経験であ
る。これらの団体は少子化が進んだ現段階におい
ては、当然ながら参加する人の率が非常に低く
なっている。しかしながら、現在老齢期に入ろう
としている戦後のベビーブーム世代が子育て期に
あった 1970年代から 80年代にかけては子どもの
数も多く、これらの団体が次々に生まれ、活発な
活動を展開していた。筆者はこれを「地域におけ
る教育文化運動」として詳しく取り上げたことが
あるが(玉野 2000a)、このような活動が東京の
さまざまな地域で展開していたことが、過去の参
加経験の集計からよくわかる。参加経験のある人
は20%をこえ、現段階の生協を上回る比率になっ
ている。しかも「過去に加入して積極的に参加J
していたという回答の比率が7.8%を占め、現段
階で、の町内会への積極参加よりも高い比率を示し
ている。「学童保育クラブ・幼児保育クラブJに
ついても、同様の傾向が確認できる。
2. 2 主な集団の重複加入状況
次に、これらの集団への重複加入状況について
確認してみたい。この点を確認するために、簡便
な方法としてすべての集団への参加を現時点での
参加と非参加の 2つにコード化し、相関係数を
計算するというやり方を用いた。表3に示した
のが、その結果の主なものである。
ここでは、まず町内会・自治会を中心として、
地域の婦人会・子ども会、商庖会、政党・政治家
後援会、 PTAというひとつの組織系列が存在す
ることがわかる。地域の自営業者層を中心とした
人々の集団参加のパターンと考えられる。!日来か
らの町内会・白治会を中心とした行政協力員制度
やこれまでのコミュニティ政策にも事実上、中心的
に対応してきた住民層の集団参加パターンといっ
てよい。
他方で、 PTAを中心とした地域の子ども会、
学童保育、子ども団体という子ども関係の組織系
列の存在することがわかる。そして、これと重な
り合いながら、生協や福祉ボランティア団体への
参加が見られることがわかる。また、この福祉ボ
ランティア団体が趣味・おけいこごとのサークル
やスポーツ団体とも関連していることがわかる。
これらはいずれも子育てや福祉ボランティアの活
動を通じて、地域にかかわっている活動的な女性
の存在を予想させる。そして、これらの集団参加
パターンを示す人々こそが、パートナーシップや
表3 各集団への重複加入状況
町内会
婦人会
子ども会
生協
商庖会
政党
PTA 
学童保育
子ども団体
福祉団体
趣味団体
スポーツ
婦人会 子ども会
0.142 O. 144 
生協 商庖会 政党
0.101 0.143 O. 144 
0.240 0.109 
0.255 
0.123 
Pく0.01で，相関係数の絶対値が O.1以上のもののみ表示
PTA 学童保育子ども団体 福祉団体 趣味団体スポーツ
0.153 
0.139 0.120 
0.454 0.200 0.234 
0.232 0.133 0.125 
0.158 
0.154 0.234 
0.103 0.101 
0.192 0.168 
0.327 
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介護保険事業との関係で、重要な役割を期待され
る人々なのである。
ところで、この子どもに関する活動と最近の福
祉ボランティア活動の展開には、どのような関連
があるのだろうか。次に、過去の活動経験も含め
て、この点について確認してみたい。
2. 3 子ども活動への参加経験と福祉ボラン
ティア活動への参加
表4に示したのが、 PTAと子ども団体への参
加経験と現在の福祉ボランティア団体への参加・
非参加とのクロス集計の結果である。いずれも明
確な有意差が認められた。 PTAや子ども関係の
団体に現在および過去において「加入して積極的
に参加」したことがあるという人が、福祉ボラン
ティア団体などにも参加している比率が高いこと
はよく理解できることである。このような自発的
な集団活動に積極的な人は、他の活動にも積極的
に参加する傾向があると考えられるからである。
その点からいうと、さらに興味深いのは子ども団
体に「過去に加入はしていた」とこたえた人が、
福祉ボランティア団体にも加入している傾向がみ
られることである。 PTAの場合は、子どもが学
校に行けば自動的に加入することになるためか、
このような関連はみられない。つまり、子ども関
係の団体に参加していた経験をもっ人は、それだ
けで福祉ボランティア団体により多く加入する傾
向があるということである。
このことは、かつて子育て期にあった時期に地
域の教育文化運動を担った世代が、現在ではちょ
うど老親の扶養や自らの老後を意識せざるをえな
い年代に達していることを考えるならば、きわめ
て興味深い結果である。つまり、かつて親子文庫
の活動や子ども劇場運動などを担った人々が、現
在では地域の福祉関係のボランティア活動を同じ
ように担っていることが予測されるのである。事
実、現在注目を集めつつある 2つの代表的な福
祉ボランティア団体の代表者が、いずれも子育て
の活動から地域に関わったのが最初であったと
語っている(注(2))。
いずれにせよ、阪神・淡路の大震災が起こった
1995年が「ボランティア元年」であるという言
い方があるが、このときから市民のボランティア
活動が突如盛り上がったというわけではないだろ
う。そこには住民運動や革新自治体の時代からの
連綿たる市民活動の蓄積が、ある脈略をもって存
在していると考えるのが、ごく自然なことである。
ここでは現時点での福祉ボランティア団体の活動
を、このような視点から位置づけてみたい。そこ
で、次に福祉ボランティア団体への参加者の属性
を、より詳しく分析していくことにしよう。
表4 子ども関係の活動経験と福祉ボランティアへの参加
福祉ボランティア団体
参加 非参加 メ仁入3量ロt
PTA 現在積極参加 2. 7百(10) 77.3唱(34) 100首(44) 
現在加入 2.2出( 2) 97. 8見(89) 100出(91) 
過去積極参加 21. 3拡(30) 78. 7目(lll) 100出(141)
過去加入 8.8略(20) 91. 2出(207) 100出(227)
非加入 7.5出(3) 92. 5出(406) 100同(439)
合計 10.1出(95) 89.9覧(847) 100覧(942)
pく0.01
子ども団体現在積極参加 30.4'唱( 7) 69.6'弘(16) 100目(23) 
現在加入 11. 8百( 2) 88.2%( 15) 100目(17) 
過去積極参加 23.3覧(17) 76. 7出(56) 100唱(73) 
過去加入 12.9出(17) 87. 1部(115) 100出(132)
非加入 7.5出(52) 92.5%(642) 100%(694) 
合計 10. 1唱(95) 89.9出(844) 100出(939)
p<O.OI 
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3.福祉ボランティア団体への参加
3. 1 男性参加者の属性
調査では、「次のような団体や組織には参加し
ていますか」という問で、「福祉関係の団体・ボ
ランティア団体」について「参加している」、「参
加していなしりをこたえてもらっている。単純集
計の結果から、男女によって性格が異なることが
推測されたので、全体のサンプルを男女にわけで
分析を進めていった。ここではまず男性サンプル
について、基本属性とのクロス集計の結果を見て
いく。
表5に示したのが、その結果を要約したもの
である。一戸建持家に住んでいる人、三世代同居
の人、本人が経営者、事業所規模が従業員 5人
以上30人未満の人、父親が自営業もしくは経営
者であった人が、それぞれ福祉ボランティア団体
に参加している比率が高くなっている。
変数相互の関連は確認していないが、この結果
からは、町内会・自治会を支えてきた地付きの自
営業者のイメージが浮かんでくる。しかしながら
結果を細かくみていくと、必ずしも旧来からのイ
メージ通りではない部分がある。まず、自らの従
表5 福祉ボランティア団体参加者の属性(男性)
居住形態 一戸建持家
それ以外
世帯構成 単身その他
核家族
三世代
雇用形態 自営自由
雇用
経営
無職学生
事業所規模 5人未満
5~29 人
30~99 人
1000人以上
父麗用形態 自営自由
雇用
経営
ネネ:p<.OI恥p<.05(*):p<. 10 
参加
11. 4唱
6. 2出
1.6叫
9.2時
13.9首
7. 3出
6. 5出
20.0覧
12.2同
7.0首
17.5国
8.8出
3.0首
12.3判
5. 7拍
12.1時
有意水準
(* ) 
* 
* 
* 
(* ) 
業上の地位を「自営業主」ではなく、「経営者」
と回答している点が指摘できる。しかもこのよう
な自己規定だけではなく、実際に旧来からの自営
業者層よりも若干経営規模が大きくなっている。
つまり中小企業の経営者という方がより正確なイ
メージであり、どちらかといえば自営業者層より
ももう一段階、社会的に上昇しているわけである。
しかも自らの父親については、自営業主であった
と回答している点が興味深い。
いずれにせよ、男性の場合、中小企業経営者を
中心とした地域の名士たちに、福祉ボランティア
団体への参加者が多いという傾向が確認できる。
3. 2 女性参加者の属性
次に、女性の場合を見ていく。表6に示したの
が、同様の分析結果の要約である。有意差という
点では、全体にあまり明確な関連は出ていない。
それは異なった属性をもっサンプルが混在してい
るためと思われる。現時点で一戸建の持家に住ん
でいるという点では共通するが、義務教育終了時
の居住地は現在と同じ市区内という比較的近隣の
出身者と関東圏を越えた地方出身者に分かれてい
る。また、戦前から現在の市区町村に定着してい
表6 福祉ボランティア団体参加者の属性(女性)
参加 有意水準
居住形態
出身地
一戸建持家
それ以外
現住所
同一市区内
関東圏
その他
家族移住時期戦前定着
戦後定着
世帯構成 単身その他
核家族
三世代
雇用形態 家族従業員
13.0目
8.2時
9.6見
15. 1出
9. 5出
12.0明
13.3見
10. 1略
8.9唱
10.6判
14.0出
18.4世
ノfー ト 15.4略
それ以外
世帯収入 900万未満
9.3目
8.8拡
900~ 1l 00 万 28.3弘
1l00~1500 万 6. 5覧
1500万以上 18.3出
場*:pく.01キ:p<.05(*):p<. 10 
(* ) 
(* ) 
割ド
124 総合都市研究第78号 2002
たという比較的古くからの家や三世代家族に属し
ている人の参加が多いが、本人の雇用形態は家族
従業員とパート・アルバイトに二分されている。
同じく世帯収入も年収 1000万円前後と 1500万円
以上とに2つの山がある。
すなわち、一方では男性参加者と同様の旧来か
らの地域参加層のイメージが読み取れる。つまり、
同じ市区町村内の比較的古くから続いた家に嫁出
し、三世代家族で、本人は自営業の家族従業員で
あるというタイプである。しかしこのようなタイ
プpだ、けではないために、単純なクロス集計では明
確な有意差が出ないと考えられる。もうひとつの
タイプは、ここまでの集計ではあまり明らかでは
ないが、地方出身で東京に流入し、世帯収入は高
く、一戸建の持家に住み、パート程度の就労を
行っているという変数の連関が想定できる。筆者
は以前に東京の一地域で行った調査において(玉
野 2001)、70年代から80年代にかけて活発に展
開した子育てをめぐる母親たちの活動の中心を
担ったのが、 60年代から70年代にかけて東京に
流入し、この時期に子育て期を迎えた地方出身女
性であったことを明らかにしたことがある。その
ときにはサンプル数の関係で十分な有意差を確認
することはで、きなかったが、地方の村落部出身者
を量的な基盤にしつつも、その中で地方の比較的
大きな都市出身者が指導的な役割をはたしていた
ことがデータから示唆されていた。そこで、ここ
でも60年代以降に東京に流入した地方都市出身者
に注目してみることにする。表7に示したのが、
70年代以降に義務教育を終えて東京に流入する
可能性をもっていた40才以上の女性で、義務教
育終了時に住んでいた当時の行政区分ごとに、福
祉ボランティア団体への参加の度合いを見たもの
である。ここでは東京出身者も含まれているが、
表7 40才以上女性の出身と福祉団体への参加
福祉ボランティア団体
参加 非参加 合計
出身地 巾 15.5判(33) 84.4弘(179) 100見(212)
町 6.4出( 7) 93.6略(102) 100同(109)
キナ 9. 3拡( 4) 90. 7出(39) 100同(43) 
合計 12.1見(44) 87. 9出(320)100首(364)
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40才以上の女性では一般に都市出身者の福祉ボ
ランティア団体への参加が高いことがわかる。
つまり、女性の場合は、一方に男性同様、 j日来
からの地付層を中心とした福祉ボランティア団体
参加者があると同時に、他方では60年代以降に
地方の都市部から東京に流入し、子育て期には近
隣にたよるべき親族がなかったこともあって、地
域での子育てをめぐる活動のネットワークを広げ、
現在では高齢者をめぐる福祉ボランティア活動に
関わるというタイフ。の人が含まれていると推測で
きる。この点でまさにかつての地域女性による教
育文化運動との関連が問われてくるが、次節では
ここまでに明らかになってきた参加者の諸類型を
設定したうえで、他の集団への参加やこれまでの
活動経験との関連を確認していきたい。
3. 3 参加者の諸類型
前節でのクロス集計の結果から、次のような変
数を作成してみた。それは福祉ボランティア団体
参加者に関する3つのタイプを操作的に設定した
ものである。 1つは男性の参加者で、いわゆる地
域の名士的な中小企業経営者で、あり、操作的には
自らの雇用形態を「経営者」とこたえた人で事業
所規模が300人未満の男性とした。 2つめは同じ
く地付き的な女性で、義務教育修了時に現住所と
同じ市区町村内に住んでいたとこたえた女性とし
た。さらに3つめは60年代から 70年代にかけて
東京に流入した女性を想定しながら、操作的には
義務教育修了時の居住地が現住市区町村以外の東
京都もしくは埼玉・千葉・神奈川であるか、また
は関東圏(栃木・茨城・群馬・山梨)以外の地方
出身で、当時の行政区分が市であった 40才以上
の女性として設定してみた。したがって、厳密に
は関東首都圏中心部とそれ以外の都市部出身で、
他市区町村から流入した40才以上の女性というこ
とになる。この点の詳細については後で述べるこ
とにして、以上設定した3つのタイプとそれ以外
で福祉ボランティア団体をはじめとした諸集団へ
の参加のいかんを確認してみたのが、表8である。
中小企業経営者男性の場合、町内会、商店会、
業界団体、政党・政治家後援会などの集団への参
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表8 各タイプごとの集団参加
中小経営男性 市内出身女性 市出身40以上女性 それ以外 有意差
福祉団体 20.6目 15.3百
町内会 73目5首 66.2略
婦人会 0.0出 11. 1出
子ども会 2.9首 20.8略
生協 17.6拡 18. 1出
商庖会 20.6略 6. 9出
業界団体 67. 6目 5.6明
労働組合 2. 9出 7.0覧
宗教団体 2.9首 11. 1時
政党 29.4略 4.2出
趣味団体 26. 5略 33. 3出
スポーツ団体 38.2出 19.4首
住民運動団体 8.8出 2.8首
**:p<.Ol *:pく.05
加の度合いが高く、いわゆる地域の名士的な性格
がよく出ている。興味深いのは、スポーツのサー
クルへの参加も非常に高いということである。こ
の点に、旧来からの町内会・自治会を支えてきた
長老的な地域リーダ一層のイメージとは若干異
なった、より活動的な姿が見て取れる。
市内出身女性の場合も、地域の婦人会・子ども
会などへの参加の度合いが高く、このような活動
を通して福祉ボランティア団体へと動員されてい
る点がよくわかる。地域福祉政策などで対象とし
て想定されている典型的なタイプの住民であると
いってよいだろう。
これにたいして、 40才以上の都市出身女性の場
合は、生協や趣味愛好的なサークルへの参加が高
い点に特徴がある。いわゆる新しいタイプの地域
活動女性と考えられるが、ただし町内会・自治会
への関与も非常に高い点は注目すべきである。年
齢的な影響もあって、もはや彼女たちが既存の地
域集団とはまったく別個に新しい活動を展開する
という段階ではなく、それらも含めて地域でのあ
らゆる活動を支えるという状況になってきている
と考えられる。高齢者福祉に関するいわゆるボラ
ンティア団体を新しく組織し、行政とのパート
ナーシップを本当の意味で模索しているのが、こ
のタイプの地域活動女性といってよいだろう。
さらに、ここで注目してみたい子ども関係の団
体への参加経験との関連をみてみたのが、表9で
15.5見 7.6出 *キ
74.5出 56.9覧 ** 
9. 9出 5.6首 * 
7. 5出 7. 7出 ** 
21. 7出 17.0出
6.2略 5.0唱 ** 
15. 5出 11. 6出 割ドキ
9. 9出 15. 1首 、再
8.1首 10.9首
7. 5出 10. 1出 ** 
45.6判 27. 1出 *キ
24.8略 21. 7略
2.5略 4. 6出
ある。ここでは現在加入しているという回答をひ
とまとめにし、「過去に加入して積極的に参加」、
「過去に加入はしていたj、「加入したことはな
いJという 4つの区分を採用した。 PTA・学童保
育・子ども団体のいずれにおいても、 40才以上の
都市出身女性のかつて積極的に参加していたとい
う回答がめだ、って高くなっている。地域文庫や子
ども劇場などの子ども団体への参加を地域の教育
文化運動への関わりの指標と考えるならば、明ら
かにこの社会層こそがかつて子育てに関する社会
的活動を地域で担い、しかも現在またその多くが
高齢者に関する地域福祉活動を担う福祉ボラン
ティア団体を支えているという実態が明らかに
なってくる。そして、彼女たちこそが動員型のボ
ランティア活動ではなく、特定非営利法人を担っ
て行政とのパートナーシップを模索していく可能
性をもっているわけである。
なお、この点で重要な知見をもうひとつ表9か
ら指摘しておくことにしよう。それは中小企業経
営者男性の一部も、かつて子ども団体に関わった
経験をもっということである。彼らもまた旧来型
の既存集団のリーダ一層とは少し異なった性格を
もっている点を考慮するならば、彼らを含めた新
しい地域の担い手層が、ようやく既存の地域集団
においても中心的な担い手層として台頭してきた
といえるのかもしれない。いずれにせよ、ここで
彼ら/彼女らのもう少し詳しい社会的属性が問題と
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表9 各タイプの子ども関係団体との関わり
PTA 
現在参加 過去積極 過去加入 非加入
中小経営男性 15.6出( 5) 9.4出( 3) 40.6時(13) 34.4%( 1)1 
市内出身女性 14. 1出(10) 16.9略(12) 26.8時(19) 42.3唱(30) 
市出身40以上女性 15. 1出(24) 34.6出(55) 32. 7拡(52) 17.6略(28) 
それ以外 14. 1出(96) 10.4略(71) 21. 0覧(143) 54. 5世(371)
合計 14. 3出(135) 15.0出(141) 24. 1出(227) 46. 7首(440)
p<.Ol 
学童保育
現在参加 過去積極 過去加入 非加入
中小経営男性 o. 0出( 0) 3. 1出( 1) 12. 5出( 4) 84.4拡(27) 
市内出身女性 4.2出( 3) 4. 2百( 3) 11. 3首( 8) 80. 3首(57) 
市出身40以上女性 1.3出( 2) 10. 1見(16) 8.9首(14) 79. 7出(126)
それ以外 3. 1出(21) 2. 7出(18) 11. 6出(78) 82. 7首(558)
合計 2.8出(26) 4.1明(38) 11. 1出(104) 82.1首(768)
p<.Ol 
子ども団体
現在参加 過去積極 過去加入 非加入
中小経営男性 6.3略( 2) 9.4同( 3) 28. 1目( 9) 56. 3出(18) 
市内出身女性 8.5見( 6) 5.6出( 4) 12. 7目( 9) 73.2出(52) 
市出身40以上女性 3.8略( 6) 14.6% ( 23) 14.0出(22) 67.5出(106)
それ以外 3.8%( 26) 6.3弘(43) 13. 5見(92) 76.3出(519)
合計 4.3見(40) 7.8出(73) 14. 0出(132) 73.9出(695)
p<.Ol 
表 10 各タイプの属性
家族移住時期
戦前から 60年代まで
中小経営男性 24. 2出( 8) 27. 3出( 9) 
市内出身女性 45.1明(32) 32.4明(23) 
市出身40以上女性 23. 8出(38) 28.8出(46) 
それ以外 26.4出(183) 32. 3出(224)
合計 27. 2出(261) 31. 5出(302)
p<.Ol 
自営 雇用
中小経営男性 18. 5首( 5) 18. 5出( 5) 
市内出身女性 17.0出( 9) 52.8首(28) 
市出身40以上女性 24.4出(32) 48.1出(63) 
それ以外 14.9出(70) 45.6略(214)
メ口》、圭ロ一r 17. 1% (116) 45.6% (310) 
Pく 01
なるが、最後にこの点についてさらにデータの分
析を進めてみたい。
まず、彼ら/彼女らの家族が現在の市区町村に
移住・定着した時期を確認してみると(表10)、
やはり市内出身女性の属する家族が戦前から定着
している古い家である場合が多いのにたいして、
70年代以降 合計
48.5出(16) 100出(33) 
22.5出(16) 100出(71) 
47.5出(76) 100出(160)
41. 4首(287) 100首(694)
41. 2弘(395) 100出(958)
配偶者の雇用形態
経営者 自由業 無職 メE当3、三ロt
18. 5出( 5) 0.0同( 0) 44.4首(12) 100略(27) 
5. 7出( 3) 3.8時( 2) 20.8拡(1) 100略(53) 
8.4出(1) 6. 1略( 8) 13.0国)17) 100出(131)
2.6出(12) 1.5略( 7) 35.4略(166) 100出(469)
4.6出(31) 2.5出(17) 30. 3弛(206) 100出(680)
中小企業経営者男性や都市出身女J生の属する家族
は70年代以降に移住してきでいることがわかる。
後2者は必ずしも地付的な人々ではないのである。
さらに、彼ら/彼女らの配偶者の雇用形態を確
認してみると、興味深いことがわかってくる。市
内出身女性の配偶者は古くから定着した家族のー
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員とはいえ、必ずしも自営業主や経営者というわ
けではなく、むしろ雇用者である場合が多い。こ
れにたいして都市出身女性の配偶者の方が自営業
や自由業、会社経営者という一般の雇用者とは異
なる就業形態である場合が多い。したがって、中
小企業経営者男性と都市出身女性とが配偶関係に
あるという場合も想定しうるわけである。つまり、
古くからその土地に定着している家に属する女性
の場合には、たとえ配偶者が一般の雇用者であっ
ても、地域の婦人会や子ども会を通じて福祉ボラ
ンティア団体へと動員される可能性が高く、他方、
かつて子育てをめぐる活動を通じて地域に関わり
はじめた女性の中でも、とりわけその配偶者が一
般の雇用者とは異なる就業形態の場合に、より福
祉ボランティア団体に関わる可能性が高いという
ことである。
さて、それではなぜ40才以上の都市部出身女
性が、子育ての活動をへて現在福祉ボランティア
の活動へと関わるようになっているのであろうか。
市部出身という属性はどのような意味があるのだ
ろうか。この点についての分析はサンプル数など
の困難もあって、必ずしも容易ではない。しかし
少なくとも階層的な要因の擬似相関とは言い切れ
ないようである。表11に示したように、確かに
大卒の女性には福祉ボランティア団体への参加傾
向がみられる。また都市部出身者は大卒であるこ
とが多い。しかし学歴をコントロールしでも、都
市部出身であることの効果は完全には消えないの
である。この表においてもそうであるが、これ以
上諸要因の独立の効果を統計的に検出することは
困難である。ただ、さまざまな要因問の関連をみ
るかぎり、考えられることは以下の通りである。
まず、市内出身者を除いた女性の福祉ボラン
ティア団体への参加を促す要因としては、出身地
と年令の組合せが重要のようである。 20代など
の若い年代や60代以上ではあまり出身地の効果
は見られず、 50代を中心とした70年代に子育て
を迎えたと思われる年代への影響が顕著である。
しかも、子ども団体への過去の参加経験は、それ
自体として(つまり出身地のいかんにかかわらず)
福祉ボランティア団体への参加を促すようである。
そうすると、 70年代に子育てを通じて地域に関
わる機会をもつような年代であったかどうかが決
定的に重要なわけである。他方、同じ市部出身者
であっても、現住市区町村に住み続けている人に
は効果はなく、出身地と現住地が異なっている場
合にしか町村部出身者との違いは現れない。しか
もなぜか「東京都内・都下」と「埼玉・千葉・神
奈川県内」、そして関東圏以外の出身者には効果
が出るが、「栃木・茨城・群馬・山梨県」の場合
には効果がないのである。もちろんそれは統計的
に有意なものではないが、関東近県の場合には市
部と町村部とにそれほど違いがないということで
あろうか。
いずれにせよ、現時点で確定的なことはいえな
いが、義務教育修了時までにそれなりに大きな都
市に居住していたという経験を前提として、子育
て期を他の都市で迎えることで地域的な活動へと
導かれた女性たちが、現在福祉ボランティア団体
にも参加する傾向があるということである。比較
的大きな都市での生活経験をもっということの具
体的な含意は確定しがたいが、福祉ボランティア
団体という形態での社会的活動が、旧来からの村
落生活ではなく都市的な生活と関連しているとい
う点は注目すべきことであろう。
表 1 学歴別出身地の効果(女性のみ)
福祉ボランティア団体
参加 非参加 'Eコ〉、圭ロt 有意差
中間短大卒市出身 11. 6弘(29) 88.4唱(221) 100削250) (*) 
町村出身 7.8略(12) 92. 2出(142) 100出(154)
ぷE〉3、三ロt 10. 1略(41) 89.9出(363) 100首(404)
大卒 市出身 17.3出(17) 82. 7見(81) 100出(98) 
町村出身 O. 0首( 0) 100.0時(17) 100略(17) 
合計 14. 8出(17) 85.2唱(98) 100出(115)
(*): p<O. 1 
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4 知見と考察
以上、 2000年東京版総合社会調査のデータか
ら、主に集団参加の項目を用いて、とりわけ子育
てをめぐる活動団体への参加経験と福祉ボラン
ティア団体への参加との関連を中心に分析を試み
た。そこで明らかになった知見の詳細について、
改めて整理することはしないが、それらが示唆し
ている諸問題について若干の考察をしてみたい。
まず、調査結果全体から感じられるのは、自治
会・町内会を中心とした旧来からの地域活動層の
内部に、いよいよ本格的な世代交替と担い手層の
転換が始まっているという状況である。筆者は
90年代初頭に、いわゆる「町内会体制」の確立
はいわれているほど古いことではない、それゆえ
自治会・町内会の活力は思ったより長く続いてき
たと考えるべきである、そして、むしろこれから
が本格的な転換期であるという点を強調したこと
があるが(玉野 1993)、21世紀を迎えていよい
よそのような流れが確定してきたといえよう。行
政がコミュニティからパートナーシップへという
政策の転換を図り、特定非営利法人へと本格的に
目を向けはじめたことには、それなりの根拠があ
るといえる。少なくとも 70年代のコミュニティ
行政において一部の社会学者が想定していたより
は確実な、地域社会とそれへの対応政策の転換が
見込まれるのかもしれない(注(3))。
と同時に、それらの変化がこれまでの住民活動
の蓄積をふまえながら、少しずつ展開し、定着し
てきたことの結果である、ということもまた今回
の知見が示すことである。ここでは具体的に現在
の福祉ボランティア団体の活動が、かつての子育
てをめぐる地域女性の活動と脈略をもつことが明
らかにされた。したがって現在のパートナーシッ
プ事業が、早晩かつてのコミュニティ行政が陥っ
た状況と同じような問題に直面するであろうこと
は見通しやすい現実である(注(4))0 ところが、
現在のボランティアやNPO・NGOをめぐる議論
にはそれらの知見がどの程度生かされているのだ
ろうか。とりわけ研究者サイドでの知見の継承が
きわめて心もとない状況である(注(5))。それは
かつてのコミュニティ研究が戦前の自治組織をめ
ぐる都市行政の展開を十分にふまえることがな
かったこととよく似ている(注(6))。継続的に活
動してきた住民や市民の側には当然の経験として
蓄積されているだけに、研究者サイドの立ち後れ
は深刻である。
最後に、上の事実が筆者の特定地域での継続的
な研究によって個別に明らかにされてきたことを、
今回の総合社会調査によってより一般的なデータ
として追認したものであることの意義を強調して
おきたい。従来、社会学の地域研究や都市研究に
おいては、散発的に行われる個別具体的な研究と
サーベイ調査による一般的な知見の蓄積がうまく
結びつかないできたところがある。それはアメリ
カの GSS調査が実現してきたような(注(7)、
個別具体的な研究を位置づけるための比較対照グ
ループとしての一般サンプルによるデータが継続
的に蓄積されてこなかったことにひとつの原因が
ある。ここでの分析事例がこのような総合社会調
査の意義を認識する機会となるならば幸いである。
注
1)たとえば、神戸市では「協働のまちづくり」、世田
谷区では「新しい公共」という表現がとられてい
る。また、神奈川県では「かながわ県民活動サ
ポートセンター」が設立され、様々なパートナー
シップ事業が試みられている。
2)高齢者への給食サービスボランティアとして有名
な世田谷区の「ふきのとう」の代表、および介護
福祉事業者として特定非営利法人の認可を受けた
横浜市青葉区の「グループたすけあいjの代表が、
いず、れもそのように語っている(ふきのとう 1989、
原因・高橋 1999)。なお、「ふきのとう」のボラン
ティア参加者に関する調査報告として、清水
(1999)がある。
3)コミュニティ行政の評価、ならびに当時の地域社
会の状況については、玉野 (1998a、b、1999)を
参照のこと。
4)コミュニティ行政ならびにいわゆる住民参加行政
が陥った問題については、玉野 (2000b)を参照の
こと。
5)ボランティア学会やNPO学会などと地域社会学会
や日本都市社会学会との学的・人的交流は非常に
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少ないのが現状である。
6)一貫して町内会と地方行政の問題を追究した故高
木鉦作の仕事を見直すならば、そのような感を強
くすることであろう。そのごく一部として、高木
(1989、1994、1998)がある。
7)たとえば、アメリカの創価学会員に関する調査
(Hammond and Machacek 1998)の分析をみるなら
ば、 GSS調査のそのような意義がよく理解できる
だろう。
参考文献
Hammond， P.E. and D.W. Machacek， 1998， Soka Gakkai in 
America: Accomodation and Conversion， Oxford 
University Press， New York.栗原淑江訳， 2000、『アメ
リカの創価学会 適応と転換をめぐる社会学的考
察』紀伊国屋書庖
原因謙・高橋勇悦、 1999、「住民参加型在宅福祉サービ
ス団体の形成過程とその介助関係 サービス生産協
同組合『グループたすけあい』を事例にJW総合都市
研究~ 69、119-135
老人給食協力会<ふきのとう>編、 1989、『老人と生き
る食事づくり 老人給食協力会<ふきのとう>の記
録』晶文社
清水洋行、 1999、「高齢期における意思確認の<場>の
形成に向けてJ老人給食協力会ふきのとう編集・発
行『高齢者と日常生活支援活動』社会福祉医療事業
団(長寿社会福祉基金)平成10年度助成事業報告書
高木鉦作、 1989、1994I町内会廃止と『新生活協同体
の結成~J W閤撃院法撃』第24巻第3号~第27巻第2
号、第27巻第3号~第31巻第4号(抜刷の合冊本2
冊)
高木鉦作、 1998I全国町村長会の五人組制度復活構想」
『園皐院法撃』第35巻第4号，61-100
玉野和志、 1993、『近代日本の都市化と町内会の成立』
行人社
玉野和志、 1998a、「コミュニティ行政と住民自治JW都
市問題』第89巻第5号，41-52
玉野和志、 1998b、「都市社会論の変遷と都市の構造変
容」倉沢進先生退官記念論集刊行会編『都市の社会
的世界~ UTP制作センタ一、 31-54
玉野和志、 1999、「巨大都市化の発展類型と地域J奥田
道大編『講座社会学4 都市』東京大学出版会、 29-
64 
玉野和志、 2000a、「地域女性の教育文化運動JW人文学
報~ No.309，27-57 
玉野和志、 2000b、「住民自治はいかにして可能か コ
ミュニティの実際からJ W都市問題研究~ 52(11)， 96-
108 
玉野手口志、 2001、『都市コミュニティの社会的形成過程
に関する実証的研究』平成10年度~12年度文部省科
学研究費補助金(基盤研究C)研究成果報告書
Key Words (キー・ワード)
City (都市)， Community (コミュニティ)， Urban Social Movement (都市社会運動)， 
Votuntary Association (集団参加)
130 総合都市研究第78号 2002
From the Urban Social Movements on the Child-rearing to the Participation in 
Community Activities for the Aged 
Kazushi Tamano傘
キFacultyofSocial Science and Humanities， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urban Studies， No.78， 2002， pp.119・130
This paper巴xamineshow people participate in various groups. It is based on the General Social 
Survey of Tokyo conducted in 2000. The focus of analysis is the relationship between a pωt experience 
of conceming themselves in urban social movement on the child-rearing and their recent participation in 
community activities for the aged. 
In the case of men， owners of smaller business have a tendency to participate in community 
activities. In白ecase of women， there are two types. On the one hand local women who are members of 
old families， on the other hand women who have lived in other city and are older than 40 years have 
similar tendencies. Men and first type of women are仕aditionallocal participants， but second type of 
them is very interesting. Most of them have an experience of participation in the women's urban social 
movement on the educational environment occurred from 1970s to 80s. 
These findings show a historical development of civil life and community activities from the Local 
Government Reform in the Japanese 70s. We should take care of this fact and appreciate the local 
governance in order to reconsider the administration policy of the urban local government. 
